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論 文 内 容 の 要 旨
　本論文は、製品開発における価値形成について、製品がもたらす便益に焦点を当てて考察したものである。
そして、製品開発側の視点から価値形成プロセスについて論じているものである。
　全体の構成としては、第１章から第３章までが、価値に関する先行研究から便益の重要性を指摘し、仮説
を構築している。続いて第４章から第７章までで、家電メーカーの製品開発事例による仮説の検証と議論を
行っている。さらに、第８章においては、結論として最終的なリサーチクエスチョンに対する回答を示し、
本論文における含意と限界について述べている。
　まず第１章では、製品開発における価値形成について、便益という視点で議論を行っている。先行研究を
渉猟し、価値形成研究における課題を導出している。その課題に基づいて、リサーチクエスチョンを設定し
ている。続く第２章では、把握が難しい便益の指標をいかに設定するかという視点から、「仮想便益」とい
う概念を提示している。第３章では、仮想便益がどのように製品として具現化されていくかを「収束」とい
う概念を用いて説明している。この第１章から第３章までが、本論文における仮説構築部分となっている。
　第４章から第７章では、顧客の便益をいかに実現するかについて多数の企業へのインタビュー調査を行い、
仮説を検証している。具体的には、第４章ではマッサージチェア業界を、第５章ではジャー炊飯器業界を、
第６章では音響機器業界を取り上げている。また第７章では、家電製品以外の事例について考察を行っている。
　最後に第８章では、仮説の検証結果から、リサーチクエスチョンへ答えて結論としている。
　本論文の概要であるが、まず日本企業の多くが進むべき道は、擦り合わせ型の開発手法による統合的な価
値形成の実現であると指摘している。そして、企業内において価値づくりの実現が困難となっているのは、
技術視点では複数の専門性の高い部署による緻密な擦り合わせの過程は実現できていても、顧客ニーズを認
識し、その解決策を考案したうえで実現するまでの過程が、欠落しもしくは脆弱なためと指摘している。
　つまり開発側の一方的な解釈により、例えばある特定の機能が顧客に価値があるに違いないと錯覚し、そ
の方向で製品を作り込んでしまう製品開発プロセスに課題があると筆者は考察している。筆者が価値を重要
視する理由は、この顧客視点の欠落にある。また、なぜこのようなことが生じうるかについても言及している。
　製品の価値は、価格で表現することができる。多くの先行研究においても、価値を価格で表現するものが
多いとする。しかし顧客にとっての価値を考察すると、製品価格と製品を利用することによって生じる顧客
の便益との比較が重要であると筆者は主張する。まず筆者は、顧客視点の製品価値を「顧客の便益と、顧客
がそれに対して支払うコストの２要素で構成されるもの」と定義している。ここから製品の価値形成には、
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顧客の便益の実現･向上が必要だと論じている。また便益とは、「製品機能を利用することで、顧客が生活上
の課題の解決や願望を実現すること」としている。しかし、製品開発についての先行研究において、それら
の便益がどのように形成されているかについて論じたものは少ないことを指摘している。そして、その便益
の実現過程は、業界や製品によって内容や過程が異なりうるものであり、一般概念化が難しいためではない
かとも考察している。
　以上のような議論から、本研究においては、価値形成について顧客視点の便益をいかに実現するかについ
て焦点をあて、そのプロセスを明らかにし、モデル化することを目指している。さらに価値形成プロセスの
メカニズムだけでなく、その持続のための条件も研究対象とするとしている。そこで、本論文ではリサーチ
クエスチョンとして、２つの明らかにすべき課題を掲げている。まず１つ目が、製品の価値とその形成過程
がどのようなものであるかを明確にすること。そして２つ目は、価値形成プロセスが持続するための条件を
明らかにすることである。
　価値形成は、顧客の便益の実現である。これら便益には、機能や性能として数値や形状などに変換できる
ものがある。例えば自動車の速度や燃費、家電製品では軽さやコンパクトなサイズ、消費電力の少なさなど
である。これらは競合他社の製品とも、その性能を明確に比較できる。そのため、社内では明確な開発目標
になりうるが、市場では数値の実現を目標とする競合との競争激化につながりやすい。
　それに対して、数値化できず、味覚や触覚、聴覚などの感覚のみでしか把握できない便益がある。これら
数値化できない便益には、同じ製品でも個人によって評価が異なる可能性がある。つまり、これら便益は、
主に人間の感覚によって品質が決められる。同じ製品を利用しても、顧客によって製品がもたらす便益への
評価が異なる可能性がある。本論文は、この後者、すなわち数値化できない、感覚的とも言える便益に焦点
を当てている。
　これら数値化できない便益に焦点をあてる理由は、数値化できる便益であれば、明確に目標の設定ができ、
経営上、進捗管理等も容易であると考えられる一方、数値化できない便益は、最後は人間の感覚と評価に依
存せざるを得ないため、よりマネジメントが困難であろうと考えられるためである。
　製品開発は、様々な部署間や個人との連携作業である。その際に、目的とするものが漠然としている場合、
それを計測しどう達成するかが企業にとって大きな課題になると考えられる。したがって、この数値化でき
ない便益を実現するという課題をどのように解決するかの過程に、日本経済を再生させるための何らかの含
意があるのではないかとしている。
　本研究における主要な調査対象は、自動車産業に匹敵する売り上げ規模を持つ家電業界を対象としてい
る。具体的な製品としては、マッサージチェア、炊飯器、音響機器を取り上げている。どの製品も、インタ
ビューした企業においては数十年にわたる開発経験が存在するものである。製品の便益は、 マッサージチェ
アは 「もみ味」、ジャー炊飯器は「炊飯米の旨さ」、音響機器は「良い音」とし、これらがいかに形成されて
いくかを検証している。
　調査の手法は、製品開発プロセスについての半構造的なインタビュー調査を中心としている。インタビュー
は2010年12月から2014年７月までに7社（フジ医療器、パナソニック電工、ファミリー、三菱電機ホーム機器、
タイガー魔法瓶、ヤマハ、JVCビクター）に対して実施され、直接ヒアリングした対象者は管理者や開発
担当者など22名となっている。いくつかの企業に対しては、複数回にわたり実施している。
　取材内容は、感覚的な便益をどのようにして実現しているかに焦点をあてたものとなっている。感覚を表
現する要素が多いので、詳細な聞き取りが必要となった。筆者の解釈の間違いを避けるために、取材部分の
記述については、執筆後に取材者にメールなどですべて確認を行っている。
　これらの調査の結果、すべての事例において、便益は完全には数値化できず、その開発に評価者の感覚･
評価が必要であった。しかし、顧客を開発の過程に参加させているのは7社中2社のみであった。それ以外の
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企業は、一般の顧客の評価は拡散し、評価結果について判断しにくいため採用していないとのコメントを得
ている。またすべての企業で、社内の評価者による評価が重要とされていた。
　リサーチクエスチョンの１つである便益の形成について、本論文では以下のように考察している。企業の
開発者たちは、顧客便益についての仮想的な感覚をそれぞれに持っている。そして、その感覚を、製品が実
際に顧客によって利用された際に生み出す感覚に「収束」させることを目指し、製品の便益が形成される。
これら開発者が持つ感覚を「仮想便益」と定義した。この仮想便益は、感覚であるため正確に表現・伝達す
ることが難しい。そのため、開発目標となる特定の感覚の共通指標として、製品の試作機が利用される。そ
の試作機がつくる感覚を繰り返し評価し調整することで、複数の開発関与者がそれぞれに持つ仮想便益をひ
とつに収束させていたことが事例から判明した。
　また、開発側が仮想便益と考える感覚を、製品において機能的に実現できるようにすることで製品の便
益が形成される。仮想便益は、感覚であるために、明確にはこれを共有できない。そのため試行錯誤を経
て、試作機に転写されていくと考えられる。この収束の過程は、個人の感覚に影響され、試作機の評価と調
整を繰り返す実験志向となる。そのため必然的に冗長なプロセスに陥る。それを避けるためには、情報量の
豊かなコミュニケーションが必要となると論じている。なぜなら、情報量が多いコミュニケーションであれ
ば、意思疎通が効率化できるためである。さらに、このような数値化できない便益の開発の場合では、共通
の感覚や知識を持つべきであると指摘指している。
　次に、企業内で製品の便益に関する感覚が収束したとしても、開発中の製品の便益はまだ企業内での仮想
便益に過ぎない。この便益が顧客に評価されるか否かは、実際に製品を販売し、市場から評価を得るしかな
い。企業によっては、製品の感覚と顧客が求めるものとの一致の精度を高めるために、発売後の市場の反応
を調整する場合もあった。
　インタビューによる検証の結果、この収束のプロセスは２種類存在した。まず１つ目は、実際の顧客の
評価を直接傾聴し、顧客が求める便益を製品感覚が作り出す感覚と一致させる「共創プロセス」。２つ目は、
開発者が有する仮想便益と、製品が与える感覚を一致させる「収束プロセス」である。取材対象のうち7社で、
一部共創プロセスを採用している場合もあるが、ほとんどの企業が仮想便益の収束プロセスを採用している
ことが分かった。
　しかし、この企業が持つ仮想便益には課題がある。それは実際の市場で評価される感覚との乖離である。
この仮想便益と実際の市場の評価との収束が機能するための条件として、感覚の乖離を回避し、感覚を補正
する過程が存在することを明らかにするとともに、企業が競争力を維持するためには、この補正の過程が必
要であると述べている。競争力を恒常的に維持するためには、この補正の過程をルーティン化する必要がある。
　本論文における新規性は、数値で表現しにくい感覚的便益をいかに形成していくかを、開発側の視点から
考察し、モデル化した点にある。具体的には、感覚として開発者が把握している顧客の便益を仮想便益とし
て定義し、これらが製品の生み出す感覚として収束されていく過程を明らかにした点にある。焦点を当てて
いる製品開発における価値形成について、仮想便益と収束という２つの概念を構築し、実際に長期にわたり
感覚的便益を実現している企業への調査に基づき、具体的にどう実行されているかを論述したものである。
　この仮想便益と実際の製品が与える便益との収束とは、製品が生み出す感覚すなわち技術的に表現された
感覚と、開発に関与するものが仮想する顧客の便益とを一致させるプロセスとも言える。これは、技術と顧
客ニーズとの融合の1つの形態であり、製品開発を成功させるための重要なプロセスであると解釈できるだ
ろう。
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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
　本論文は、製品開発における価値形成のプロセスについて、家電企業７社への取材を基に明らかにするこ
とを試みたものである。また価値の実現においては、顧客の便益を実現する事が重要であるとし、その便益、
なかでも数値化しにくい感覚的便益を創り出す過程を詳述し，モデル化している。
　本論文が対象とする製造業における価値向上に関する議論は、飽和した市場における極めて重要なテーマ
であると考えられる。取材したそれぞれの企業の開発の過程についても、価値形成というテーマに沿って詳
細に記述されており、一次資料としての価値も高いものと考えられる。
　しかし、いくつか指摘すべき箇所がある。まずサンプル企業についてであるが、本論文の価値形成に関す
る議論は、家電業界における数社の事例を根拠として挙げたに過ぎない。そのため、これらの概念が、製造
業全般への一般概念化が可能かどうかは議論の余地があろう。また対象とした家電製品業界内でも同じこと
が言える。取材対象は、マッサージチェア、炊飯器、音響機器といった、感覚的な製品を開発する企業であ
る。例えばテレビやパソコンなどのデジタル家電と呼ばれる製品についての価値形成プロセスは、本論文で
示した価値形成プロセスのモデルとは、異なる可能性がある。したがって、本論文が明らかにしたとされる
モデルを製造業一般へ敷延することには限界があると考えられる。今後、発見できた概念をより頑健なもの
にするためには、他の業界や製品における検証が必要となるであろう。
　また、質的研究に必然的につきまとう解釈についての課題が考えられる。質的研究は、収集したデータに
ついて、研究者自身の解釈が伴うものである。この解釈には、概念としての妥当性が求められる。例えば、
本文中で、開発者と評価者との意思疎通におけるいくつかの能力に関する指摘があった。この能力を一般化
するには、データがやや不十分な感がある。これらの妥当性をより強固なものとするためには、サンプル企
業を増やすなどが今後の検討課題であろう。
　さらに、先行研究から見た本論文の位置づけについて指摘したい。価値に関する先行研究は、戦略論やマー
ケティングなど広い範囲に及ぶためか、本論文の位置づけに関するそれらしい記述は存在するが、体系的に
網羅できていない感もある。本論文が先行研究の体系において、どの部分に位置づけされるのかをより明確
にさせるべきであろう。つまり、本論文の先行研究との比較における立脚点をより明確にし、その体系にお
ける共通の用語にて適切に論述すべきと考える。
　しかしながら、いくつかの課題はみられるものの、本論文は先行研究をふまえた独自の問題提起と、それ
に対し長期間にわたる綿密なインタビューで解を導いた価値あるものと考えられる。本論文は、日本の重要
な産業の一つである家電産業に対して、顧客価値の向上のための重要な示唆を与えるものである。本論文で
取り上げた製品開発における便益形成過程には、高度な技術が存在した。またその形成プロセスは、どれも
十年以上という持続的な再現性を持つものであった。ゆえに、価値形成というプロセスを明らかにする上で、
十分に論理の妥当性が存在すると考えられる。このような企業に取材を実施し、複数の取材した事例におけ
る共通項と、非共通項を選別し、それに対する考察を行い得られた結果は、充分な学問的新規性を持つと言
えよう。
　また、製品開発の研究は、よく成功という定義に固執しがちなテーマである。先行研究においても、その
成功の定義は多様に存在し、業界の構造や競合状況、製品の目標などで異なる。この点から研究において限
界や範囲を設定することも当然重要である。本論文は、家電製品に範囲を絞り込んでいる点から、製品開発
研究における学術的な貢献が明確となっている。本論文は、製品開発論と価値論との重複する分野で、便益
の形成といった研究のほんの一部を担ったに過ぎないが、家電業界のような飽和した市場に対する考察は、
実務的観点からも有用性があるだろう。
　以上より、博士学位申請論文審査委員会、所定の試験結果をあわせ考慮し、申請者が、関西学院大学　学
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位規程　第５条第１項の規定により、博士（先端マネジメント） の学位を受けるに値するものと判断する。
